

研究成果有体物の提供に関する契約書（摂南大学雛形）

　学校法人常翔学園（以下「甲」という。）と〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇（以下「乙」という。）とは、甲が設置する摂南大学が保有する研究成果有体物を乙における　　　　　　　（以下「本検討」という。）のため提供するにあたり、以下のとおり契約を締結する。

（研究成果物の提供）

第１条　甲は、乙に対し、別表第１項記載の研究成果有体物（以下「本成果物」という。）を別表第１項に記載する条件にて提供する。

２　甲は、乙に対し、本成果物に関連する情報であって、別表第２項に記載する本検討の実施にあたり必要と判断するものを開示するものとする。

３　本成果物に関する著作権、産業財産権をはじめとする一切の知的財産権は甲に帰属し、本契約に明示して定める事項を除き、本契約のいかなる定めも本成果物に関する権利についての乙に対する移転及び許諾を定めるものではない。

（本成果物の使用目的）

第２条　乙は、本成果物を別表第２項に記載する本検討のみに使用するものとする。

（乙の義務）

第３条　乙は、本成果物を第２条に定められた本検討の使用目的以外に使用してはならない。

２　乙は、本成果物を善良な管理者の注意をもって管理し、かつ、効率的に使用するように努めなければならない。また、乙は、諸法規、国又は公的機関の定める規制、及び公序良俗に従って本成果物を取り扱わなければならない。
３　乙は、本成果物が研究を目的としたものであり、その特性等につき全てが確認されているわけではないことを確認し、その取扱いについて慎重かつ十分な配慮を行なわなければならない。
４　乙は、改造等により本成果物の現状を変更しようとするときは、あらかじめ甲の承認を受けなければならない。ただし、その現状変更が第２条に定められた本検討の目的から明らかな場合はこの限りではない。

５　乙は、本成果物の引渡し、維持、修理及び改造に要する費用を全て負担しなければならない。
６　乙は、本成果物を譲渡し、転貸し、又は担保に供してはならない。
７　乙は、本成果物を指定された下記の場所以外の使用場所では使用してはならない。ただし、乙は、提供期間内にやむを得ない事由により指定使用場所を変更する必要がある場合には、事前に理由書を添えて甲の承認を受けなければならない。
　　【指定使用場所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

８　乙は、本成果物を使用して得られた成果を論文等として公表するときは、甲の研究者から提供を受けたものであることを明記しなければならない。
（秘密保持）

第４条　本契約において秘密情報とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

(1) 甲から秘密である旨の表示がなされた書類・図面・写真・磁気テープ・磁気ディスク等により乙に開示された情報

(2) 甲から秘密であることを告げた上で口頭によって開示され、かつ、開示後30日以内にその要旨を書面で乙に交付された情報

２　次の各号の一に該当するものは、前項における秘密情報にあたらないものとする。

(1) 甲から開示を受ける時点で、既に乙が保有し、書面でこれを証明できるもの
(2) 甲から開示を受ける時点で、既に公知であるもの
(3) 甲から開示を受けた後に、乙の責によらず公知となったもの
(4) 甲から開示を受けた後に、乙が正当な権限を有する第三者から、秘密保持の義務を負うことなく入手したもの

(5) 第三者への開示について、書面により甲から事前の承諾を得たもの

３　乙は、秘密情報を第三者に開示・漏洩してはならず、かつ、本検討以外の目的で使用してはならない。

（甲の調査・指示）

第５条　甲は、本成果物の乙による利用について、随時に実地調査し、又は所要の報告を乙に求めることができる。

２　甲は乙に対し、本成果物の維持及び管理に関して必要な指示をすることができる。
（新成果創出の取扱い）
第６条　乙は、本成果物を使用した結果、新たな研究開発成果が生じたときは、直ちにその内容の詳細を甲に報告し、その取扱いについて甲と協議するものとする。 

（甲の非保証・免責）

第７条　乙は、本成果物が、研究の過程において生み出された実験的・研究的性質を有するものであることを確認する。
２　甲は乙に対し、明示・黙示によることを問わず、本成果物について一切の保証をしない。
３　甲は、乙による本成果物の利用が第三者の産業財産権をはじめとする一切の知的財産権を侵害しないことについての保証をせず、かつ、商品性又は特定目的への適合性に関して保証をしない。
４　甲は、乙による本成果物の使用・保有により、乙又は第三者に発生したいかなる結果・損害についても一切その責任を負担せず、かつ、直接、間接損害を問わず、いかなる損害賠償義務も負わない。
（本検討終了後の本成果物及び秘密情報の扱い）

第８条　乙は、別表第３項に記載する方法により本成果物を取り扱う。秘密情報については、甲の指示に基づき、当該秘密情報を保有する書類・図面・写真・磁気テープ・磁気ディスク等を廃棄又は返却するものとする。

（解除）
第９条　甲及び乙は、相手方が本契約の履行を怠った場合には、30日間の猶予期間を定めて違約を明記した書面通告を行い、猶予期間内に違約が是正されないときは、本契約を解除することができる。

（有効期間）

第10条　本契約は、本契約の締結の日から　　　年　　月　　日まで有効とし、当該期間の満了をもって本契約は終了する。
２　第９条及び本条第１項の定めにかかわらず、以下の定めは、次の各号で定める期間まで効力を有する。
(1) 第４条（秘密保持）、第５条（甲の調査・指示）の定めは有効期間満了後又は解除後　　年間有効とする。
(2) 第３条（乙の義務）、第６条（新成果創出の取扱い）、第７条（甲の非保証・免責）、第８条（本検討終了後の本成果物及び秘密情報の扱い）及び第10条（準拠法等）の定めは対象事項が消滅するまで、なお有効とする。

（準拠法等） 

第11条　本契約の準拠法は日本法とし、本契約に関連して生じた紛争についての第一審裁判所は、大阪地方裁判所を専属的合意管轄裁判所とする。
（協議）
第12条　甲及び乙は、本契約書に定めのない事項又は本契約書の解釈に疑義が生じた事項については、誠意をもって協議し決定するものとする。
（以下余白）
本契約締結の証として、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通を保有する。

　　　　　　年　　　月　　　日

　　　住　　　所　　大阪府寝屋川市池田中町１７番８号
（甲）機　関　名　　学校法人常翔学園

　　　契約締結者　　摂南大学長　　〇〇　〇〇
　　　住　　　所　　
（乙）機　関　名　　
　　契約締結者　　
別表

１　研究成果有体物の提供

本成果物の名称及び内容

　

甲における本成果物の管理者

提供数量

　　　　

提供の方法

２　本成果物の使用目的

乙における本検討の実施者

本検討の内容

３　本検討終了後の本成果物の取扱い

